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ゼネラルマネジメント育成とケースメソッド 

 

 

ゼネラルマネジメントの育成に向くケースメソッド 5 

 

  ビジネススクールがゼネラルマネジメントの育成を目指そうとするとき、「ゼネラルマネ

ジメント養成」という教育目的・教育対象と「ケースメソッド」という教育手段との整合性・

親和性が極めて高くなる。このことは次に示す２段階で説明可能になる。1 
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まず、情報の統合力を育む教育効果についてである。ケースメソッドによるディスカッシ

ョン授業では、その科目が何であれ、比較的汎用性の高い洞察力、予知・予見能力が求めら

れる。また次いで、ケースの中に散在している情報を取捨選択して、高度に統合するという

知的作業が要求される。 

ここでゼネラルマネージャーと固有領域のスペシャリストとの能力要件の違いに注目する15 

と、前者は後者に比べて、常に高い情報統合能力が求められていることになる。つまり、財

務が専門でないゼネラルマネージャーにとっての財務とは、彼（女）の意思決定に必要な統合

情報源のひとつとなり、掘り下げて詳細な知識をもつべき対象ではなくなる。 

ケースメソッドでは「ある科目を学ぶ」という機会を、情報統合能力を磨く機会として生

かせるメリットがある。ここで授業という学びの機会を、その科目が直接扱っていないもの20 

と切り離して習得する場に留めてしまうと、極論すれば、個々の科目は単品でしかなくなり、

そこで科目単体の成績を追求するためのゲーム盤と化してしまう。単品を単品としてしか扱

った経験のない人には、ゼネラルマネージャーは務まらない。 
                                                  
1このノートは慶應義塾大学ビジネス・スクール博士・修士課程併設科目「ケースメソッド教授法特論」の教材とするために､

竹内伸一（ケースメソッド教育研究所）が作成した。（2004.10） 
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続いて、意思決定力と実行力を育む教育効果についてである。ケースメソッドは学習者に

絶えず意思決定を迫る。そして、その意思決定は実行可能性や実行プランの継続可能性、問

題解決性などの面から、クラスでの討議によって厳しく問い質される。ここでは評論するだ

けの意思決定と異なり、実行を前提とする意思決定だけが議論の対象になる。実行を前提と

した意思決定の最大の特徴は、「ただひとつのことしかできない」ことだろう。もちろん最終5 

決定した実行策が、全員から支持されたわけではない。他にも魅力的なオプションはあった。

にもかかわらず、ただひとつの実行策を決める。議論を通して自分が決めたことが完全無欠

とは言えずとも、決めたことをやり切る姿勢を育む場になるのである。 

ケースメソッドには「ケース分析」という言葉がつきものだが、分析や評価で終わるディ

スカッションはケースメソッド授業の本位とするところではない。実行を前提とした意思決10 

定に役立てるための分析・評価をすることに価値があるのであり、分析、評価、意思決定、

実行をシームレスに扱うのでなければ、真の経営能力の訓練にはならない。ただ残念ながら、

教室では「実行」にまでは踏み込めない。この点が、経営能力育成方法としてのケースメソ

ッドの限界でもあるだろう。 
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専門化か､それとも統合化か 

 

80 年代までの日本企業は、構造的にもゼネラリストの育成能力に長けていた。しかし 90

年代のバブル崩壊後遺症に苛まれる中で、日本企業はその競争力を回復するためにスキル・20 

知識の専門化のネジを巻きはじめ、資格社会だとかスペシャリスト社会だとか言われるよう

になった。これはこれで社会の要請の一面を捉えたものであり、一概に否定するべきもので

はない。 

2000 年の前後頃から次々と設立された経営系大学院は、上述した時代の求めに応じるもの

である。大学院の設置基準としてその頃まで一般的だった「学術大学院設置基準」において25 

は、大学院は学部の上に位置付けられ、研究者を養成するための教育機関であった。その後、

学部入学者人口の減少という背景も手伝って、大学院は社会人の再教育機関としてクローズ

アップされ、大学院制度改革が進むことになる。ここで登場するのが「専門大学院制度」（1999）

「専門職大学院設置基準」（2003）である。これらの制度改革により、特定の職種のスペシャ

リストを養成するための大学院を開校できるようになった。このような大学院は研究者養成30 

機能を持たなくてもよく、経営学の各専門領域をフルラインで扱う必要もない。かくしてス

ペシャリストが育ち始めた。 
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ここで私たちが気付いておくべきことは、社会が専門化・個人化の方向に向けば向くほど、

その直後の時代には、高度化した複数のスペシャリスト人材をさらに高度に統合的に活用し

ていく人材が求められるということである。スペシャリストだけでは経営はできないのだ。

このような状況下では、いささかトリッキーな表現にはなるが「ゼネラルマネージャーとい

うスペシャリスト」が必要になってくる。その人物像は「高度専門人材たちを束ねることの5 

できる人材」である。このような高い統合力を有する人材の育成は、新たなミレニアムを迎

えて数年が経過した今日の経営人材課題といっても過言ではない。その意味では、専門化か

ら統合化への揺り戻しの時代を迎えているのかもしれない。 
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教える側と学ぶ側が同じロジックを握る 

 

ビジネスパーソンが自らの能力開発の方向性として、特定領域内での深化を目指すのか、

それとも統合的な経営ピクチャーを描く方向に自らを向けるかということは、自分が会社で

どのような働き方をするか、言い換えれば、ビジネスのプロセスの中でどのような役割を担15 

う人物になるかということに大きく影響する。スペシャリストを目指したい人にとっては、

まさに専門職大学院が役に立つし、今日ならば選択肢も豊富にある。スペシャリストを養成

する高度教育機関は確実に増えてきており、これからもしばらくの間は増えていくだろう。 

ただ逆に、スーパーゼネラリストを目指そうとしたときに、「どこの門を叩けばいいのか」

と問われても見当がつきにくいかもしれない。「経営のプロフェッショナルとしてのゼネラリ20 

スト人材を育てます」という看板がかかっている経営系大学院は数少ないからである。 

   

企業がジョブローテーションを駆使して人材を育成する余裕を失いつつある今日、複数部

門を経験したからこそ複合的視点を持つに至ったという人材は、間違いなく減少している。

こうした環境下では、すべての基礎的な科目をケースメソッド授業で提供するという教育形25 

態が、「統合的で複合的な視点を持つ人材を教室で育成する」という目的のもとで、きわめて

適合的に機能する。 

 

ケースメソッド授業で教える教室、および学校の責任者は、このようなロジックをきちん

と握っておき、組織的、かつ安定的に教育を遂行する必要がある。ここに学ぶ側の理解が重30 

なったとき、高度な統合力を持つゼネラルマネジメントの養成が現実のものになる。このよ

うな状態を確かに作り出していくことが、責任者の務めとして期待されている。 
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